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PDF CMS ⑫施工体制台帳改正バインダ 平成24年10月1日 伊豆営業所元請契約の場合は・・

協力会社各位24.10.1 平成24年10月1日 安全書類の改訂について

再送 作業所安全衛生計画書 平成24年8月8日
毎月の部署長確認はパトロール
者の確認でOKとする

作業所安全衛生計画書 平成24年8月8日

再送 施工体制台帳記載内容 平成24年5月9日
監督員、現場代理人、主任技術者
の氏名について

施工体制台帳 平成24年5月9日

再送 作業手順書教育① 平成22年2月5日 外部枠組み足場組立作業

再送 作業手順書教育② 平成22年2月5日 スレート屋根葺き作業

再送 危険予知活動表 平成22年2月5日 土木部使用シートです

再送 重点点検表 平成22年2月5日 主として建築使用シートです

再送 工事日報改正 平成22年2月5日 KYﾁｪｯｸに注意する

再送 ﾏﾆｭｱﾙ改訂について 平成22年2月5日
COHSMSｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ改訂に伴いわが社
のシステムを一部修正した

再送 COHSMS手順書 平成22年2月5日
COHSMSｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ改訂に伴いわが社
のシステムを一部修正した

再送 COHSMS構成表 平成22年2月5日 ﾏﾆｭｱﾙ文書構成が判ります

ＣＭＳ安全対策シート検索 連 絡 ・ 周 知・・・・・目 次
番号

件 名 提供日時 提供者ｺﾒﾝﾄ 番号

PDF CMS ⑬

PDF CMS ⑭

PDF CMS ⑮

山本建設株式会社 安全衛生委員会

作業員名簿記載例 平成24年10月1日 協力会社毎に作成する

保険加入状況記載例 平成24年10月1日
健康保険等加入状況追加されて
います

施工体制台帳記入例について 平成24年10月2日 健康保険等加入状況欄追加

山本建設株式会社 安全衛生委員会



CMS　記録様式　

《下請負人に関する事項》

〒

第 号 H 34 年 12 月 25 日

第 号 H 36 年 2 月 21 日
自 R 年 月 日

R 年 月 日
至 R 年 月 日

第 号 H ## 年 ## 月 ## 日

R ## 年 ## 月 ## 日
H ## 年 ## 月 ## 日 第 号 H ## 年 ## 月 ## 日

R ## 年 ## 月 ## 日

専任

非専任

経験年数 年

建設業法 級

加入　未加入　適用除外 加入　未加入　適用除外

1 級 施工管理士

加入　未加入　適用除外 加入　未加入　適用除外

営業所の名称欄には元請契約に係る営業所の名称及び下請契約に係る営業所の名称を、右側の一次下請負人に関する事項は請負契

約に係る営業の名称を、健康保険欄には、事業所整理番号及び事業所梅郷(健康保険組合にあっては組合名)を、一括適用の承認に

係る営業所の場合は、本店の整理番号及び事業所番号を、厚生年金保険欄には、事業所整理記号及び事業所番号を、一括適用の承

認に係る営業所の場合は、本店の整理番号及び事業所番号を、雇用保険欄には、労働保険番号を、継続事業の一括の認可

に係る営業所の場合は、本店の労働保険番号をそれぞれ記載する。

なお、この様式左側について、元請契約に係る営業所で下請契約を行う場合は、下請契約欄に「同上」と記載する。

右側の一次下請負人に関する事項については、請負契約に係る営業所以外の営業所で再下請契約を行う場合には、欄を追加して

記載する。

※［主任技術者、専門技術者の記入要領］
１．主任技術者の配属状況について［専任・非専任］のいずれかに○印を付すること。

（記入要領）１．この様式は元請が作成し、一次下請負業者を通じて報告される再下請負通知書（様式第１号－甲）を添付することにより、 　　請負人に関する事項については、請負契約に係る営業所以外の営業所で再下請契約を行う場合には、欄を追加して記載する。

　一次下請負業者別の施工台帳として利用する。 ２．専門技術者には、土木・建築一式工事を施工する場合等でその工事に含まれる専門工事を施工するために必要な主任技術者を記

２．上記の記載事項が発注者との請負契約書や、下請負契約書に記載ある場合は、その写しを添付することにより記載を省略 載する。（一式工事の主任技術者が専門工事の主任技術者としての資格を有する場合は専門技術者を兼ねることができる。

　することができる。 複数の専門工事を施工するために複数の専門技術者を要する場合は適宜欄を設けて全員を記載する。

３．監理技術者の配属状況について「専任・非専任」のいずれかに○印を付けること。 ３．主任技術者の資格内容　該当するものを選んで記入する。登録基幹技術者か複数いる場合は、適時欄を設けて全員を記載する。

４．専門技術者には、土木・建築一式工事を施工する場合等でその工事に含まれる専門工事を施工するために必要な主任技術 ４．主任技術者の資格内容　該当するものを選んで記入する。

　者を記載する。

５．監理技術者及び専門技術者について次のものを添付すること。 　①経験年数による場合 　　2)建築士法　　　　　「建築士試験」

　①資格を証するものの写し 　②自社従業員である照明書類の写し（従業員証、健康保険証の写し） 　　1)大学卒［指定学科］　　　３年以上の実務経験 　　3)技術士法　　　　　「技術士試験」

６．健康保険加入状況の保健加入の有無欄には、各保健の適用を受ける事業所について届出を行っている場合は「加入」を、 　　2)高校卒［指定学科］　　　５年以上の実務経験 　　4)電気工事士法　　　「電気工事士試験」

  行っていない場合(適用を受ける事業所が複数あり、そのうち一部について行っていない場合を含む)は「未加入」を 　　3)その他　　　　　　　　１０年以上の実務経験 　　5)電気事業法　　　　「電気主任技術者国家試験等」

　従業員規模等により保険の適用が除外される場合は「適用外」を○で囲む、事業所整理記号の営業所名称欄には、この様式左側の 　②資格等による場合 　　6)消防法　　　　　　「消防設備士試験」

　　1)建設業法　　　　　「技術検定」 　　7)職業能力開発促進法「技能検定」

一号特定技能外国人
の従事の

状況（有無）
有　 無

外国人建設就労者
の従事の

状況（有無）
有　 無

外国人技能実習生
の従事の

状況（有無）
有　 無

一号特定技能外国人
の従事の

状況（有無）
有　 無

外国人建設就労者
の従事の

状況（有無）

同上 同上 同上

監　  理
技術者名

専任
資格内容

　建設業法　技術検定

同上 同上 同上

健康保健
等の加入

状況 事業所
整理番号等

区分 事業所の名称

施工体制台帳作成建設工事 作成日

施　工　体　制　台　帳

会社名 山本建設株式会社

事業所名 会社名 代表者名

許可番号

特定
建設業の 工事業

許可(更新)年月日 住　　所

施工に必要な許可業種 許　可　番　号 許可（更新）年月日

4263 電話番号 ＴＥＬ
知事 一般 工事名称

及　　び
工事内容

大臣 特定

注文者と
の契約日

工　期

工事名称
及　　び
工事内容

建設業の

許　可
特30

知事 一般

特29

(大)(左)(石)(屋)( 4263

(土)(建)(と)(舗)
(園)(水)(解)工事

業

大臣 特定

#REF! #REF!
静岡県沼津市高島本町 知事 一般

工　 期
自 許　可

#REF!
大臣 特定

契約日 工事業 #REF! #REF!
至 知事 一般

発 注 者
及　  び
住　  所

沼津土木事務所長　□□　□
#REF!

大臣

現場代理人 安全衛生責任者

契　約
営業所

元請契約 本社 三島市南二日町8番39号 権　限　及　び
意見申出方法

工事下請負契約書のとおり
書面による

下請契約 本社 三島市南二日町8番39号

安全衛生推進者

　　 主任技術者 雇用管理責任者

資格内容 ※専門技術者

発注者の
監督員名

権 限 及 び
意見申出方法

請負契約書のとおり
書面による

施工管理技士

 ○○○○課　　▲△　▽
資格内容　全て

登録基幹技術者名
・種類

担当工事内容

権 限 及 び
意見申出方法

請負契約書のとおり
書面による

雇用保険

監督員名 ○○　●○

健康保健
等の加入

状況

保健加入の
有無

健康保健 厚生年金保険

現　  場
代理人名

権 限 及 び
意見申出方法

請負契約書のとおり
書面による

加入 未加入 適用除外

○○　●○
事業所

整理番号等

事業所の名称 健康保健

○○　○○
非専任

有　 無
外国人技能実習生

の従事の
状況（有無）

厚生年金保険 雇用保健

有　 無
保健加入の

有無
健康保健 厚生年金保険 雇用保険

加入 未加入 適用除外

下請契約 同上

健康保険 厚生年金保険 雇用保健

元請契約 山本建設株式会社
全国健保協会 厚生年金保険 雇用保険

発注者と工事請負契約を締結した者
営業所契約の場合・・・山本建設㈱伊豆営業所

営業所契約の場合、元請・下請共に
・・・・・・山本建設㈱伊豆営業所

一次下請を監督する監督員を置いた場合

現場代理人名でOK

発注者から工事を請負った(元請)業者は、

下請契約の総額が 土木3000万、建築4500万以上の場合必

要

但し、公共工事の場合土木2500万建築5000万以上は選任と

営業所契約の場合、元請・下請共に
・・・・・・山本建設㈱伊豆営業所

2020.2.1改訂で外国人建設就労者等の
従事の状況の有・無記載欄が追加された

５００万以下の工事は軽微なものとして 許可不用

だが許可取得を指導する

建築１式１５００万以下及び１５０ｍ2以下の住宅

請負も同じ

金額の大小にかかわらず主任技術者選

出 (非選任選択)

下請負契約工期を記載

H34.11.25まて更新なし

CMS教育資料

2020.2.1改訂で外国人建設就労者等の
従事の状況の有・無記載欄が追加された



ＣＭＳ記録書式 例 1 として

施工体制台帳 《下請負人に関する事項》

合計1枚作成

例 2 として

ＣＭＳ記録書式 合計2枚作成

例 3 として

《再下請負関係》

二次下請・・③作成し一次へ提出

合計3枚作成

例 4 として

二次下請が2社あり個々に

施工体制台帳の作成例 ①は元請負者が作成する

右側は一次下請負者に関する事項

一次下請契約毎に作成する

一次下請のみの場合。・・①を作成

＊②用紙の作成は不要、但し元請から求め

CMS教育資料

①
られた一次下請は①用紙右欄記入し提出

二次下請まである場合。

一次下請・・②作成（右側も記入）し提出

元請業者・・①作成（右側も記入）し提出

元請業者・・①作成（右側も記入）し提出

再下請負通知書(変更届)

三次下請まである場合。

元請業者・・①作成（右側も記入）し提出

一次下請・・②作成（右側も記入）し提出

②

三次下請が2社ある場合。

元請業者 ①作成（右側も記入）し提出

施工体制台帳作成建設工事

元請に関する事項

記入箇所
山本建設株式会社 工事作業所

統一様式第１号-甲

元負 山本建設株式会社

作業所 現場代理人名

元請工事名称

一次下請に関する

事項記入箇所

一次下請に

関する事項

記入箇所

一次下請に関する事項記入箇所

工事名 下請工種・下請工期・下請契約日

施工体制台帳作成建設工事

元請に関する事項

記入箇所
山本建設株式会社 工事作業所

一次下請に関する

事項記入箇所

統一様式第１号-甲

元負 山本建設株式会社

作業所 現場代理人名

二次下請に関する

事項記入箇所

※なければ空欄

元請工事名称

一次下請に関する

事項記入箇所

一次下請に

関する事項

記入箇所

一次下請に関する事項記入箇所

工事名 下請工種・下請工期・下請契約日

ＣＭＳ記録書式

《再下請負関係》

合計7枚

一次下請
二次下請

三次下請

・・・元請業者記入

ＣＭＳ記録書式 ・・・一次下請業者記入

《再下請負関係》 ・・・二次下請業者記入

・・・三次下請業者の資料提供

元請業者・・①作成（右側も記入）し提出

一次下請・・②作成（二次毎に右側も記入）

二次下請・・③2社別々に作成（右側も記入）

再下請負通知書(変更届) 三次下請毎に作成

三次下請・・③作成に必要な情報提供

＊④用紙の作成は不要。

③
元請

②．③．④.は同一書式です。

再下請負通知書(変更届)

④ *添付書類として、各契約ごとの請書写し

及び建設業許可書ｋ写しが必要です

直近上位の注文者名

〃 現場代理人

元請工事名称

二次下請に関する

事項記入箇所

二次下請に

関する事項

記入箇所

直近上位の注文者名

〃 現場代理人

元請工事名称

三次下請に関する

事項記入箇所

三次下請に

関する事項

記入箇所

二次下請に関する事項記入箇所

工事名 下請工種・下請工期・下請契約日

三次下請に関する事項記入箇所

工事名 下請工種・下請工期・下請契約日

統一様式第１号-甲

統一様式第１号-甲

直近上位の注文者名

〃 現場代理人

三次下請に関する

事項記入箇所

※なければ空欄

元請工事名称

二次下請に関する

事項記入箇所

二次下請に

関する事項

記入箇所

直近上位の注文者名

〃 現場代理人

四次下請に関する

事項記入箇所

※なければ空欄

元請工事名称

三次下請に関する

事項記入箇所

三次下請に

関する事項

記入箇所

二次下請に関する事項記入箇所

工事名 下請工種・下請工期・下請契約日

三次下請に関する事項記入箇所

工事名 下請工種・下請工期・下請契約日

統一様式第１号-甲

統一様式第１号-甲



Ａ・社会保険等の加入状況記載欄追加による改訂について。

平成２４年１０月改訂施行の社会保険等の加入状況記載欄追加にについては、概ね以下の通りです。

会社名、元請負契約、下請負契約の名称(社名)については、【工事請負契約を締結した会社名】 なので、

伊豆営業所契約の場合、 <山本建設株式会社伊豆営業所> となる、この場合の、注文書発行等の下請負

も <山本建設株式会社伊豆営業所> となる筈、

健康保険等の加入について、本店での保険加入と支店毎の保険加入事業所が有る為に紛らわしい文書になっ

ている、また、 【一括適用の承認に係るもの】 とは、健康保険・厚生年金保険の一括適用 の承認に適合した

<本店>事業所のこと、わが社における営業所契約の場合は、事業所の名称を 山本建設株式会社 伊豆営業

所、健康保険等の欄には、本社加入の保険名称と整理番号・事業所をそれぞれ記載する。

下請負契約欄は、営業所契約工事での注文書発行等を営業所名で行うので、下請契約欄は<同上>とする。

Ｂ・その他の項目の記載例等 「解釈」 についての確認。

＊ 施工体制台帳及び通知書の監督員、現場代理人、主任技術者それぞれの解釈については、下記の通りです、

記載間違いについては修正願います。

＊ 監督員名

施工体制台帳左頁中 □ 囲いの、発注者の監督員名は記載の通り、直下 □ 囲いは元請負者欄であり、

監督員名は元請負者から選出される下請負人の施工の管理を監督する者で、現場代理人や主任(監理)

技術者とは違う、元請負者が必要と認めた場合に限り選任するもので、空欄でも構わない、公共工事等

では常駐を求められる事などから現場代理人名が妥当。

＊ 現場代理人

建設業法では、工事現場の運営、取り締まりを行うほか、代金の授受などを除いた請負契約に関する一

切の権限を行使する人です、従って現場代理人は必ずしも技術系の職員でなくてもかまいません。 また、

主任・監理技術者と現場代理人は兼務することもできます。

＊ 主任技術者

主任技術者は、施工計画の作成や工程管理など、その工事現場における施工の技術上の管理を行い

ます、建設業の許可を受けている建設業者は、請け負った工事を施工する場合、元請・下請・金額の大

小にかかわらず、「主任技術者」を置かなければなりません。

＊ 「監理技術者」については、発注者から 直接工事を請け負った(元請業者)特定建設業者は、主任技術

者の規定に係わらず、一定の下請契約額以上であり、指定建設業である場合、現場における施工の技

術上の管理をつかさどる者の選任義務であり下請負業者には適用されていない。

一定の下請契約とは土木工事業 ３，０００万以上

建築工事業 ４，５００万以上

公共工事の場合は 土木工事業 ２，５００万以上

建築工事業 ５，0００万以上 となるので注意

協力会社の場合、現場代理人・主任技術者・安全衛生責任者それぞれ常駐の義務があるので、同じ

氏名で登録が適当。

施工体制台帳改訂書式 記入例の確認について。

CMS-⑬ H24.10



CMS　記録様式

（ 作 成 ）

殿

一次会社名

代表者名

（注)１.＊印欄には次の記号を入れる。 ２．作業員名簿に記載される作業員は、当該工事に従事する見込の者を必要最小限報告し、

 …現場代理人  …作業主任者（正副2名を選任すること)  …女性作業員  …18歳未満の作業員 　　追加の都度この様式で提出する。

 …主任技術者  …職　長  …安全衛生責任者  …能力向上教育（※)  …危険有害業務・再発防止教育 ３．経験年数は現在担当している仕事の経験年数を記入する。
４．各社別に作成するのが原則だが、リース機械等の運転者は一緒でもよい。
５．資格・免許等の写しを添付することになるが、その場で本証とチェック出来れば不要。
６．建退共手帳所有の有無については、該当するものに○で囲む。
７．左欄に健康保険の名称（健康保険組合、協会けんぽ、建設国保、国民健康保険）､右欄に健康保険被保険者証の番号の
　　下４けた（番号が４桁以下の場合は当該番号）を記載。上記の保険に加入しておらず、後期高齢者である等により、
　　国民健康保険の適用除外である場合には、左欄に「適応除外」と記載。
８．左欄に年金保険の名称（厚生年金、国民年金）を記載。各年金の受給者である場合は、左欄に「受給者」と記載。
９．右欄に被保険者番号の下４けたを記載。（日雇労働被保険者の場合には左欄に「日雇保険」と記載）事業主である等
　　により雇用保険の適用除外である場合には左欄に「適用除外」と記載。

作 業 員 名 簿
元 請
確認欄事 業 所 の 名 称

所 長 名
 本書面に記載した内容は、作業員名簿として安全衛生管理や
 労働災害発生時の緊急連絡対応のために元請業者に提示する
 ことについて、記載者本人は同意しています。

年　　　月　　　日

（　次)会社名

代表者名

[建退共加入の有無　有・無] [建退共加入の有無 有・無]

番
号

ふりがな
職
種

＊１

雇入年月日 生年月日 現住所 （ＴＥＬ)
最　近　の
健康診断日 血

液
型

特　　　殊
健康診断日

血　　圧 種　　類

健康保険７
教　育・資　格・免　許 入場年月日 建退共

手帳
所有の
有無

年金保険８

氏 名 経験年数 年齢 家族連絡先 （ＴＥＬ)
雇入･職長
特別教育

技能講習 免　許
受入教育

実施年月日雇用保険９

1

ますじまけんいち

型枠大工
主
職
安

〇〇年〇〇月〇〇日 〇〇年〇〇月〇〇日 静岡県三島市・・・ 055- 年　月　日 年　月　日 ****** 年　月　日

年　月　日

静岡県三島市・・・

有

三島　健一
******

〇〇年 〇〇歳 同上 055- ～

2

しずおかじろう

土工 職

〇〇年〇〇月〇〇日 〇〇年〇〇月〇〇日 年　月　日

無******

年　月　日 有

静岡　二郎 〇〇年 〇〇歳

055- 年　月　日

同上 055- ～ 年　月　日 無

年　月　日 年　月　日

年 歳

(   -   -
)

年　月　日 年　月　日

(   -   -
)

～

年　月　日 有

年　月　日 無

年　月　日 年　月　日
(   -   -

)
年　月　日 年　月　日 年　月　日

年　月　日

有

年 歳
(   -   -

)
～

年　月　日 年　月　日 年　月　日

無

年　月　日 有

年 歳

(   -   -
)

年　月　日

(   -   -
)

～ 年　月　日 無

年　月　日 年　月　日

年 歳

(   -   -
)

年　月　日 年　月　日

(   -   -
)

～

年　月　日 有

年　月　日 無

年　月　日 年　月　日
(   -   -

)
年　月　日 年　月　日 年　月　日

年　月　日

有

年 歳
(   -   -

)
～

年　月　日 年　月　日 年　月　日 年　月　日

無

無

年　月　日 有

（※)能力向上教育は、平成3年1月21日付旧労働省労働基準局基発第39号「安全衛生教育の推進について」により定められた職長等の
「能力向上教育に準じた教育」を指す。

(   -   -
)

～ 年　月　日年 歳

(   -   -
)

全建統一様式第5号

㊞

現 作 女 未

主 職 安 能 再

㊞

初回提出後、新たな作

業員は随時追加する

新規入場者
教育日を記載

施工する工種の指揮に必要な作

業主任者は、技能講習(一部免

許)修了者の中から選任する

2020.2.1改訂で

建退協手帳所有の
有無が追加された

危険有害業務に従事する労働者は必要な

資格又は特別教育が必要、

従事するとは実際に作業を行うことで、作業

主任者の指揮のもとでの作業とは別、
玉掛 クレーン 高所作業車など

2020.2.1改訂で

保険加入状況

および

保険番号の記載が追加された

【作業員名簿】の法的な規定は無いが、災害発生時の

緊急 連絡や作業員の健康状態及び教育・資格・免

許等の把握などリスク管理上必要なものです、

元請は作業員の安全衛生に係る教育・資格・免許等の

取得状況を事前に把握する

年少者(18歳未満)、年長者それぞれに就労

禁止業務がある、

年少者を使用する場合は、【年齢証明書】を

確認する

１５歳未満の場合【年齢証明書】に加え

学校からの証明や親の同意書を確認する

７０歳以上の年長者については就労報告書

を確認する

特定健康診断は、「特定の有害業務」

に従事する作業員に対し必要なもの

高気圧(邸気圧)作業 粉塵業務 振動

・騒音業務 深夜業務 校内業務

放射線業務 特定科学部室業務 など、

個人情報の保護に関し、作業員の健康
情報(病歴など)の扱いには適正に扱う、

山本建設株式会社



CMS資料－⑮

(

殿
一次
会 社 名

二次
会社名

全国統一様式第５号－別紙 元 請
確認欄

社会保険加入状況
平成24年10月4日 作成)

平成24年10月10日

＊＊ ＊＊

事業所の名称 ○■▲▽新築工事

所長名 ＊＊ ＊＊ ◎●■◆◎建設㈱ (有)＊＊＊＊工業

番
号

ふりがな 社 会 保 険

健 康 保 険 年 金 保 険 雇 用 保 険

1
まじま けんじ ○○健康保険組合 厚生年金受給者

間島 賢児 ＊＊＊＊ ＊＊＊－＊

2

3

4

一次会社名及び二次会社名について

二次下請負者から提出されたものを一次下請

負者が確認して元請負者に提出する為の確認

欄があるので注意、

下段(注) 個人情報保護確認について注意

山本建設株式会社 ４－１

(注) 個人情報保護の観点から、被保険者番号等は本人の同意を得たうえで記載する。

1. 健康保険欄には、上段に健康保険の名称(健康保険組合、協会けんぽ、建設国保、国民健康保険)を、下段に

健康保険被保険者証の番号の下四桁(番号が４桁以下の場合は、当該番号)を記載する、

なお、上記の保険に加入しておらず、後期高齢者である等により、国民健康保険の適用除外である場合には、

上段に「適用除外」と記載する。

2. 年金保険欄には、上段に年金保険の名称(厚生年金、国民年金等)を、各年金の受給者である場合は、上段に

「受給者」と記載する。

3 雇用保険欄には 下段に被保険者番号の下４桁(日雇労働被保険者の場合は 上段に「日雇保険」と)を 事業

5

6

7

8

9

(記入要領)

10

3. 雇用保険欄には、下段に被保険者番号の下４桁(日雇労働被保険者の場合は、上段に「日雇保険」と)を、事業

主である等により雇用保険の適用除外である場合は、上段に「適用除外」と記載する。

山本建設株式会社 ４－１
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